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１．はじめに

改革開放以来、中国経済は急速に発展してきたが、長年の石油、石炭などの化石燃料へ

の依存による「三高」（高エネルギー消費、高排出、高汚染）がもたらした環境負荷の高い

発展は、再生不能エネルギーを大量に消費し、二酸化炭素などの温室効果ガスを大量に排

出する直接的な原因であることが証明されている (Acheampong, 2018)。同時に、新世代の

技術・産業革命、とりわけ産業革命4.0の台頭に牽引され、デジタル経済は生産と生活のあ

らゆる分野に浸透している。デジタル経済は、世界経済の発展過程で大きな注目を集め、

経済発展様式の転換と新時代のエコロジー文明の建設に積極的な役割を果たしてきた

(Liu et al., 2023; Yuan et al., 2021) 。この背景において、二酸化炭素排出削減を促進するデ

ジタル経済発展の役割とその影響メカニズムについて深く議論することは、デジタル経済

研究の意味合いを豊かにするだけでなく、生態環境の改善を促進し、経済の質の高い発展

を促進する上で、深い実際的意義を持つことができる。

２．分析方法

本研究では、2003年から2019年までの中国の281の都道府県の都市をサンプルとして、主

成分分析によるデジタル経済の発展レベルの複合指標の構築、研究対象の時間-個体の二重

固定、技術革新だけでなく産業構造の高度化を媒介変数とするなどの様々な手法を通じて、

デジタル経済が中国の都市の炭素排出量に与える影響を探る。本研究の仮説的メカニズム

図を別紙図1に示す。デジタル経済が都市の炭素排出量に与える影響を探るため、本稿で構

築したベンチマーク回帰式は以下のように設定されている：

0 1 2it it it i t itCEI DE X             (1)

ここで、i は都道府県レベル都市、t は年、CEIit は各都道府県レベル都市の一人当たり

炭素排出量を表し、これは都市の炭素排出強度の代理変数である。DEit は本論文のコア説

明変数であり、各都道府県都市の過去数年間のデジタル経済発展レベルを表し、回帰係数

β1はデジタル経済が都市の炭素排出量に与える影響の度合いを反映する。Xit は一連のコ

ントロール変数で、経済発展度、都市化率、自然人口増加率、金融発展レベル、対外直接

投資などであり、μi は都市固定効果、λt は時間固定効果、εit はランダム撹乱項であ

* 立命館大学大学院政策科学研究科
Graduate School of Policy Sciences , Ritsumeikan University
〒567-8570 大阪府茨木市岩倉町 2-150 E-mail: ps0600xv@ed.ritsumei.ac.jp

** 立命館大学 OIC 総合研究機構
*** 立命館大学政策科学部



る。

次に、デジタル経済の発展は、技術革新と産業構造の高度化を通じて、炭素排出原単位

に影響を与える。上記の推論を検証するために、本稿では検証のための媒介モデルを選択

し、回帰推定にステップワイズ法を用いる：

0 1 2it it it i t itMED DE X             (2)

0 1 2 3it it it it i t itCEI DE MED X                (3)

その中で、技術革新と産業構造の高度化の2つの媒介変数が MEDit に含まれており、残り

の変数は式（1）と一致している。 式（2）は、媒介変数に対するデジタル経済発展の効果

を検証し、式（3）は、都市の炭素排出強度に対するデジタル経済発展と媒介変数の効果を

検証する。

３．分析結果

その結果、デジタル経済が都市の炭素排出強度に与える係数は有意に負であり、5％の有

意性検定に合格していることから、デジタル経済の発展が都市の炭素排出強度を有意に削

減することが示された。さらに、デジタル経済の係数は、胡華東線より東側で、非資源型、

高度に市場化された都市で有意に負である。さらに分析すると、デジタル経済の発展が技

術革新と産業構造の高度化を促進し、都市の炭素排出強度を効果的に抑制できることを示

している。

４．結論

本稿では、2003 年から 2019 年までの中国の 281 都道府県レベルの都市のパネルデータ

を用い、デジタル経済と都市の炭素排出強度の本質的な関連性を検証した。本稿は、デジ

タル経済の発展が都市の炭素排出強度を有意に減少させることを実証的に発見し、その結

論は、内生性の問題や他の一連の頑健性テストを考慮した後でも維持される。異質性分析

によれば、デジタル経済の発展が都市の炭素排出量に与える影響は地域によって異なり、

有意な地域的異質性を示している。デジタル経済は、胡華東線以東の都市や非資源都市に

おいて、炭素排出強度を削減する上でより効果的であり、その効果は市場化が進んだ地域

ほど顕著である。本稿のメカニズム分析をさらに進めると、都市における炭素排出強度の

削減は、主に技術革新と産業構造の高度化という 2 つの経路を通じて達成されることがわ

かった。
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